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税・産業・雇用

税
土
地
・
建
物
の

現
況
調
査
に

ご
協
力
く
だ
さ
い

ID 1001726

　
固
定
資
産
税
を
正
し

く
課
税
す
る
た
め
に
、

市
職
員
、
ま
た
は
市
の

委
託
業
者
が
土
地
や
建

物
の
調
査
に
伺
う
場
合

が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。

　
調
査
員
に
不
審
な
点
が
あ
る
場
合
に

は
、身
分
証
明
書
の
提
示
を
求
め
る
か
、

資
産
税
課
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問
土
地
に
つ
い
て
＝
資
産
税
課
☎（
632
）

２
２
４
９
、
建
物
に
つ
い
て
＝
資
産
税

課
☎（
632
）２
２
５
１

種
別
割
の
軽
自
動
車
税
と

自
動
車
税
の
納
税
通
知
書
を

５
月
１
日
に
発
送
し
ま
す

ID 1003658

　
軽
自
動
車
税
（
種
別

割
）・
自
動
車
税
（
種

別
割
）
の
納
付
は
、
金

融
機
関
や
コ
ン
ビ
ニ
エ

ン
ス
ス
ト
ア
の
他
、
各

種
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
も
ご
利
用
い

た
だ
け
ま
す
。

　
詳
し
く
は
、
納
税
通
知
書
ま
た
は
市

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

▼
納
期
限　
６
月
２
日（
月
）。

問
軽
自
動
車
税
の
課
税
に
つ
い
て
＝
税

制
課
☎（
632
）２
２
０
５
、
軽
自
動
車
税

の
納
付
に
つ
い
て
＝
納
税
課
☎（
632
）２ 

２
２
６
、
自
動
車
税
に
つ
い
て
＝
宇
都

宮
県
税
事
務
所
☎（
626
）３
０
２
９

軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）

減
免
の
制
度
が
あ
り
ま
す

ID 1003647
　
身
体
障
が
い
者
手
帳
、
療
育
手
帳
、

精
神
障
が
い
者
保
健
福
祉
手
帳
な
ど
を 

お
持
ち
の
人
で
、一
定
の
条
件
に
当
て
は 

ま
る
場
合
に
は
、
申
請
に
よ
り
軽
自
動

車
税
（
種
別
割
）
が
減
免
と
な
り
ま
す
。

▼
減
免
申
請
期
限　
５
月
26
日（
月
）。

問
税
制
課
☎（
632
）２
２
０
５

臨
時
の
納
税
相
談
窓
口
を

土
曜
日
に
開
設

ID 1003610
　
納
期
限
ま
で
に
市
税
の
納
付
が
難
し

く
、
月
～
金
曜
日
に
来
庁
で
き
な
い
人

は
、
こ
の
機
会
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

▼
日
時　
５
月
17
日（
土
）午
前
９
時
～ 

午
後
４
時
。

▼
会
場　
納
税
課
（
市
役
所
２
階
）、

保
険
年
金
課
（
市
役
所
１
階
）。

▼
持
ち
物　
家
庭
の
経
済
状
況
や
収
支

関
係
の
分
か
る
書
類
な
ど
。

問
納
税
課
☎（
632
）２
２
２
６
、
保
険
年 

金
課
☎（
632
）２
３
２
５

産
　
業

ご
活
用
く
だ
さ
い

中
小
企
業
高
度
化
設
備

設
置
補
助
金

ID 1006825
　
技
術
の
高
度
化
・
合
理
化
を
促
進
す

る
目
的
で
設
置
し
た
機
械
設
備
の
取
得

額
の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。

▼
対
象　
次
の
す
べ
て
に
該
当
す
る
中

小
企
業
者
。
①
市
内
で
事
業
を
営
む
製

造
業
、
特
定
サ
ー
ビ
ス
業
②
市
税
を
滞

納
し
て
い
な
い
。

▼
助
成
の
条
件　
令
和
６
年
1
月
2
日

～
令
和
７
年
１
月
１
日
に
新
設
・
増
設

し
た
設
備
。
た
だ
し
、
1
台
当
た
り
の

取
得
価
格
が
300
万
円
以
上
の
も
の
。

▼
助
成
額　
最
大
１
０
０
０
万
円
。

▼
申
請
期
限　
６
月
30
日（
消
印
有
効
）。

▼
申
請
方
法　
申
請
書
（
市

か
ら
取

り
出
し
可
）
に
関
係
書
類
を
添
え
て
、

直
接
ま
た
は
送
付
で
、
〒
320－

8540
市
役

所
商
工
振
興
課
（
市
役
所
7
階
）
へ
。

▼
そ
の
他　
企
業
の
規
模
に
よ
り
交
付

条
件
が
異
な
り
ま
す
。
詳
し
く
は
、
商

工
振
興
課
☎（
632
）２
４
３
３
へ
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

「
ふ
れ
あ
い
の
あ
る
家
庭

づ
く
り
」
作
品
コ
ン
ク
ー
ル

協
賛
企
業
を
募
集

ID 1040655
　
家
族
を
テ
ー
マ
に
絵
画
・
写
真
作
品

税証明書がスマートフォンやパソコンから
	 申請できます	 ID 1040289

問税制課☎（632）2187

　ご自宅のパソコンやスマートフォンから
時間や場所を問わずに税証明書を申請する
ことができます。
　電子申請では、手数料や郵送料の支払い
を電子決済で行うことができ、申請した証
明書は郵送で自宅に届きます。
■対象　マイナンバーカード（署名用電子
証明書が有効なもの）を所有する納税義務
者本人（個人）。
■取得可能な証明書
▼所得証明書。
▼課税証明書。
▼児童手当用課税証明書。
■費用　１通300円（別途郵送料）。
■その他　詳しくは、市 をご覧
ください。 ▲市 
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税
・
産
業
・
雇
用

を
募
集
す
る
コ
ン
ク
ー
ル
へ
の
協
賛
企

業
・
団
体
を
募
集
し
て
い
ま
す
。

▼
募
集
期
限　
５
月
16
日
。

▼
協
賛
内
容　
協
賛
企
業
特
別
賞
の
副

賞
な
ど
。

▼
そ
の
他　
申
請
方
法
な
ど
、
詳
し
く

は
、
市

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
子
ど
も
政
策
課
☎（
632
）２
９
４
４

雇
　
用

東
京
都
で
市
内
企
業
の

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
と

就
職
の
説
明
会
を
開
催

ID 1040521▼
日
時　

6
月
24
日（
火
）午
後
1
時

30
分
～
4
時
。

▼
会
場　
東
京
新
卒
応
援
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
「
出
会
い
の
フ
ロ
ア
」（
東
京
都
）。

▼
内
容　
地
方
就
職
を
考
え
る
学
生
や

若
者
な
ど
の
就
職
促
進
を
図
る
た
め

の
、
合
同
企
業
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
と

就
職
説
明
会
。

▼
対
象　
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
＝
首
都

圏
の
大
学
な
ど
（
大
学
院
・
大
学
・
短

大
・
専
修
学
校
）
に
在
籍
す
る
令
和
９

年
３
月
以
降
に
卒
業
予
定
の
学
生
。
就

職
説
明
会
＝
首
都
圏
の
大
学
な
ど
に
在

籍
す
る
令
和
８
年
３
月
卒
業
予
定
の
学

生
や
本
市
で
就
職
を
希
望
す
る
概
ね
40

歳
未
満
の
人
。

▼
定
員　
先
着
50
人
。

▼
そ
の
他　
申
込
方
法
な
ど
、
詳
し
く

は
、
市

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
商
工
振
興
課
☎（
632
）２
４
４
４

国
勢
調
査
員
を

募
集

ID 1023070

　
10
月
１
日
現
在
、

日
本
に
住
む
全
て
の

人
と
世
帯
を
対
象
と

し
て
実
施
す
る
国
勢

調
査
の
調
査
員
を
募
集
し
ま
す
。

■
職
務
内
容

▼
調
査
員
説
明
会
に
参
加
（
8
月
中
旬

～
9
月
上
旬
）。

▼
担
当
区
域
の
範
囲
と
調
査
対
象
の
確

認
（
9
月
上
旬
）。

▼
調
査
に
つ
い
て
の
説
明
、
調
査
書
類

の
配
布
（
9
月
中
旬
～
下
旬
）。

▼
調
査
票
の
回
収
（
10
月
上
旬
～
中 

旬
）。

▼
調
査
書
類
の
整
理
・
点
検
・
提
出

（
10
月
中
旬
～
下
旬
）。

▼
応
募
資
格　
責
任
を
も
っ
て
調
査
の

事
務
を
遂
行
で
き
る
、
警
察
や
選
挙
に

直
接
関
係
が
な
い
人
。

▼
申
込
期
限　
５
月
30
日
。

▼
そ
の
他　
申
込
方
法
な
ど
、
詳
し
く

は
、
市
政
研
究
セ
ン
タ
ー
☎（
632
）２
１ 

２
４
へ
。

中小企業向けSBT認定の取得費用を
	 補助します	 ID 1032050

問環境創造課☎（632）2403
　中小企業向けSBT認定取得に係る申請費用や温
室効果ガス排出量の算定、削減目標の設定、削減
計画の策定などに必要な費用を補助します。
■SBT（S

サ イ エ ン ス
cience B

ベ ー ス ド
ased T

タ ー ゲ ッ ツ
argets）認定　パリ協 

定が求める水準と整合した、５～15年先を目標
として企業が設定する、温室効果ガス排出削減目
標の国際的な認証制度です。自社のCO 2 排出量
を見える化し、削減していく脱炭素経営には、メ
リットとして、S

エス・ディー・ジーズ

DGsへの貢献、光熱水費・燃料
費の低減、企業価値の向上による人材獲得力の強
化などが見込まれます。
▼ 対象　事業活動全体に関わる従業員数が250
人未満の市内に事業所を有する中小企業など。
▼ 要件　中小企業向けSBT認定を取得することなど。
▼ 補助額　補助対象経費の２分の１（上
限100万円）。
▼申請期間　４月１日～９月30日。
▼ その他　詳しくは、市 をご覧にな
るか、環境創造課へ。

	 生産緑地制度について	 ID 1028373

問都市計画課☎（632）2565
　市街化区域内の一部の農地を対象に、農地所
有者からの申し出により、指定要件を満たす農
地を生産緑地地区として指定しています。生産
緑地地区に指定されると、固定資産税などの課
税が宅地並み評価から農地評価へ見直されます。
▼期間　年間を通して受け付け。
▼ スケジュール（令和７年内に都市計画決定す
る場合）
月 内　容
 ５ 月 随時、個別の相談、事前審査の申し込み
 ６ 月 事前審査の結果の通知
 ７ 月 本申請
 ８ 月 都市計画法に基づく法定手続き
12月 生産緑地地区の指定

令和８年１月 固定資産税などの評価の見直し

▼ その他　ご相談はいつでも受け付け
ています。詳しくは、市 をご覧に
なるか、都市計画課へお問い合わせ
ください。

ご相談ください

▲市 

▲市 


